
○ 個性を活かし自立した地方をつくるためには、地方分権改革を推進することが重要。

○ これまで、地方分権改革推進委員会の勧告のうち、義務付け・枠付けの見直し等を着実に実現。

○ 引き続き地方分権改革を推進するため、残された課題である国から地方公共団体への事務・権限の移譲等を推進。

１．基 本 的 考 え 方

国から地方公共団体への事務・権限の移譲等に関する
当面の方針について【要旨】
＜Ｈ２５．９．１３ 地方分権改革推進本部決定＞

（１） 地方公共団体に移譲する方向の事務・権限（別紙1） ： 44事項
※ 例：道路運送法に基づく自家用有償旅客運送の登録・監査等

国の関与、財源措置等所要の措置、移譲の方法を含め、検討・調整し、本年中に見直し方針として取りまとめ。

（２） 関連する事務・権限の移譲の可否等の検討・調整を要する事務・権限（別紙2） ： 29事項
（各府省が移譲を検討中の事務・権限であって、地方がその関連する事務・権限の移譲等を求めているもの）

※ 例：医療法に基づく特定機能病院に対する報告徴収、立入検査及び緊急時における医療監視

国の関与、財源措置等所要の措置、移譲の方法に加え、関連する他の事務・権限の移譲の可否等を含め、検討・調整し、本年
中に結論が得られたものについて、（１）の見直し方針に盛り込み。

（３） 移譲以外の見直しを着実に進める事務・権限（別紙3） ： 3事項
※ 例：ハローワークの求人情報の地方公共団体への提供

（４） 引き続き検討・調整を要する事務・権限（別紙4） ： 24事項
（各府省が引き続き実施するなどとしている事務・権限であって、地方が移譲等を求めているもの）

※ 例：農地法に基づく農地転用の許可等
各府省と地方の意見を踏まえ、引き続き検討・調整し、本年中に結論が得られたものについて、（１）の見直し方針に盛り込み。

（５） 以上の結果、法律改正事項については、一括法案等を平成26年通常国会に提出することを基本。

２．当 面 の 方 針
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府省 事 務 ・ 権 限 見直しの方向性

厚生労働省 医療法に基づく医療法人（広域）の設立認可・監督 都道府県に一律に移譲

厚生労働省 看護師など各種資格者の養成施設等の指定・監督等 都道府県に一律に移譲

国土交通省 道路運送法に基づく自家用有償旅客運送の登録・監査等 希望する市町村を基本として移譲

府省 事 務 ・ 権 限 地方と調整を要する事項

厚生労働省 医療法に基づく特定機能病院に対する報告徴収、立入検査及び緊急時
における医療監視

左欄に掲げる事務・権限に加え、特定機能病
院を称することの承認、改善命令等も移譲す
ることの可否

経済産業省 割賦販売法に基づく包括信用購入あっせん業者等（一の都道府県の区
域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収・立入検査

左欄に掲げる事務・権限に加え、登録、改善
命令、業務停止命令等も移譲することの可否

国土交通省 ・直轄河川に係る整備等に関する計画、工事及び管理の実施等
・直轄国道に係る整備等に関する計画、工事及び管理の実施等

①移譲に伴う財源措置
②関係市町村の意見の聴取・反映

府省 事 務 ・ 権 限 見直しの方向性

厚生労働省 職業安定法に基づき公共職業安定所が行う無料職業紹介事業 ハローワークの求人情報を地方公共団体に
提供する取組を積極的に推進

府省 事 務 ・ 権 限

農林水産省 農地法に基づく農地転用の許可等

【別紙１】 地方公共団体に移譲する方向の事務・権限 （44事項）

【別紙２】 関連する事務・権限の移譲の可否等の検討・調整を要する事務・権限 （29事項）

【別紙３】 移譲以外の見直しを着実に進める事務・権限 （３事項）

【別紙４】 引き続き検討・調整を要する事務・権限 （24事項）

別紙に掲載された事務・権限の具体例


